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研究要旨 

【目的】日本における転倒による労働災害の属性別の発生数の推移やパターンを明らかにする。 

【方法】本研究は日本の転倒災害の全数データの記述分析である。観察期間は 2014～2022年、データ

は厚生労働省へ二次利用申請をして取得した労働者死傷病報告を用いた。評価項目は転倒災害発生数

で、性別、年齢、地域（地方別/都道府県別）、業種別に集計を行い、経年推移を記述した。地域（都

道府県別）については月毎の推移、業種については保健衛生業に注目し細分化した記述を行った。 

【結果】転倒災害発生数は男女共に増加傾向であった。年齢別では、高齢であるほど転倒災害発生数

が多く、特に 65歳以上の群の増加が顕著であった。地域別では、2022年の地方別発生数は関東、中

部、近畿、九州、東北、北海道、中国、四国の順に多かった。月毎の推移では 1月に発生数のピーク

がみられる地域が多かったが、中部、近畿、中国、四国、九州ではピークのみられない地域が存在し

た。業種別では、2022年の業種別発生数は、男性では運輸交通業、製造業、商業、建設業、その他の

事業の順で、女性では保健衛生業、商業、製造業、接客娯楽業、清掃・と畜業の順で多かった。保健

衛生業では、社会福祉施設、病院、一般診療所の順で多く、特に観察期間の 2020 年以降において社会

福祉施設の増加傾向が顕著であった。 

【結論】日本の転倒災害について、性、年齢、地域、業種による記述疫学的なパターンが初めて明ら

かになった。これらのベースラインの基礎的知見をもとに、より精度の高い年齢調整発生率を用いた

分析、行動経済学の理論を取り入れた統計モデルによる分析、およびターゲット集団におけるナッジ

を組み込んだ効果的な労働災害防止対策の効果の検証を継続する。 

 

 

A. 研究目的 

本邦の労働災害発生状況について、令和４年

の厚生労働省の報告 1)では死亡者数は減少傾向に

ある。一方で、休業４日以上の死傷者数は長期

的には減少傾向にあるものの、近年増加傾向に

あることが示されている。中でも転倒災害は全
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体の 26.7％と労働災害の型別死傷者数の第１位

となっており、転倒災害防止対策は労働安全衛

生において喫緊の課題である。 

増加し続けている転倒災害に対し、従来型の

対策に加えて新たな予防アプローチの検討が必

要であると考えられるが、まずは高年齢労働者

の増加等の社会構造の変化に伴う、現状の把握

が不可欠である。労働災害の傾向については、

我々が発表した公開されている労働者死傷病報

告データ（休業 4日以上）を用いた手法および

結果が参考になるが 2,3)、これらの研究でのアウ

トカムは死亡および全労働災害のみであり、具

体的な転倒や腰痛災害などの実態の把握には公

開されているオープンデータでは限界があっ

た。さらに、文献レビューを行った結果、ナッ

ジを用いた労働災害予防については、まとまっ

たエビデンスや知見を見つけることが出来なか

った。 

そこで、本研究では、転倒予防についての第

１歩として疫学的アプローチによる現状把握を

最優先事項とした。具体的な労働災害の実態を

把握できる国の労働災害全数データの 2次的デ

ータを取得し、転倒による労働災害の属性別発

生数の推移を明らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究デザイン 

本研究は、本邦の労働災害の全数調査データを

用いた記述疫学分析である。観察期間は 2014年～

2022年とした。 

 

２．データソース 

本研究では、厚生労働省へ統計情報の二次利用

申請をして取得した、労働者死傷病報告を使用し

た。 

 

３．集計項目 

観察期間の全死傷病報告件数 1,308,058件のう

ち、事故型が転倒に該当するものは 272,710件で

あった。さらに災害時年齢（労働災害発生日から

生年月日を差し引いたもの）を算出し 15歳未満と

なった 104件は除外し、計 272,606件を解析対象

とした。 

基本属性は性別［男性、女性］、年齢［19 歳以

下、20－24歳、25－29歳、30－34歳、35－39歳、

40－44歳、45－49歳、50－54歳、55－59歳、60

－64歳、65歳以上］、地域（地方別）［北海道地方、

東北地方、関東地方、中部地方、近畿地方、中国

地方、四国地方、九州地方］、地域（都道府県別）

［北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山

形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石

川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫

県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、

広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知

県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、

宮崎県、鹿児島県、沖縄県］、業種［製造業、鉱業、

建設業、運輸交通業、貨物取扱業、農林業、畜産・

水産業、商業、金融・広告業、映画・演劇業、通

信業、教育・研究業、保健衛生業、接客娯楽業、

清掃・と畜業、官公署、その他の事業］とした。

その他の事業には、派遣業、警備業、情報処理サ

ービス業が含まれる。 

さらに、先行研究で全労働災害の年齢調整発生

率が増加傾向であることが明らかとなった保健衛

生業については（津島ら 2023）、業種を細分化し、

中分類［医療保健業、社会福祉施設、その他の保

健衛生業］と小分類［病院、一般診療所、その他

の医療保健業、社会福祉施設、浴場業、その他］
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に分けて解析した。 

 

４．分析方法 

各年の転倒災害発生数を基本属性ごとに集計し、

観察期間における推移を示した。また地域（都道

府県別）については、各月の転倒災害発生数の推

移を示した。 

 

５．倫理的配慮 

本研究の実施にあたっては、産業医科大学倫理

委員会（R4-054）の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

男女別の転倒災害発生数とその推移を表１、図

１に示す。男性よりも女性の方が発生数は多く、

また観察期間で男女共に増加傾向であった。 

年齢別の転倒災害発生数とその推移を表２、図

２に示す。図２より、観察期間における発生数は

男女共に若年齢層では横ばいであるが、高齢にな

るにつれ増加傾向であった。特に 65歳以上では男

女共に、2022年の発生数（全体9,596件/男性3,217

件/女性 6,379件）が 2014年の発生数（全体 4,248

件/男性 1,560件/女性 2,688 件）と比較し約２倍

となっていた。 

地方別の転倒災害発生数とその推移を表３、図

３に示す。2022 年の発生数は男女共に関東地方、

中部地方、近畿地方、九州地方、東北地方、北海

道地方、中国地方、四国地方の順に多かった。 

都道府県別の転倒災害発生数の月次推移を図４

に示す。年間を通して、１月に発生数のピークの

ある地域が多くみられた。一方で中部地方、近畿

地方、中国地方、四国地方、九州地方の中にはピ

ークのみられない府県が存在した。 

業種別の転倒災害発生数とその推移を表４、図

５に示す。2022年の発生数の上位５つは、全体で

は商業、保健衛生業、製造業、運輸交通業、接客

娯楽業で、男性では運輸交通業、製造業、商業、

建設業、その他の事業で、女性では保健衛生業、

商業、製造業、接客娯楽業、清掃・と畜業であっ

た。 

保健衛生業の業種を細分化した転倒災害発生数

の推移を図６、図７に示す。保健衛生業での発生

数は社会福祉施設、病院、一般診療所の順で多か

った。観察期間の 2020年以降においては、特に社

会福祉施設に従事する女性の発生数増加が顕著で

あった。 

 

D．考察 

本研究では、日本の転倒による労働災害の性・

年齢・地域・業種による属性別の詳細な記述疫学

的なパターンを初めて明らかにすることができた。 

年齢別の転倒災害発生数においては、厚生労働

省の公表１）と同じように、高齢になるほど発生数

は多く、特に高齢女性の発生数は非常に多くなっ

ていた。観察期間 8 年の間でも 65 歳以上の発生

数は約 2倍まで増加している。2023年 4月からス

タートしている第 14 次労働災害防止計画 4）にお

いて、高年齢労働者ならびに中高年齢の女性を中

心とした労働災害防止対策の中で転倒について触

れられているが、その重要性が本研究結果からも

改めて示唆される。また総務省統計局の労働力調

査 5）より、65 歳以上の雇用者数は 2014 年の 414

万人から 2022 年は 639 万人となっている。その

増加は約 1.5倍であるにもかかわらず、転倒災害

発生数が 2倍まで増加している背景には、高年齢

労働者の増加だけではない別の要因が存在する可

能性がある。これらについては、我々が全労働災

害の年齢調整発生率の経年変化でも示唆したのと

同様であり 2）、より詳細な分析が今後必要である。 

地方別の結果より、2022年の発生数は男女共に
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関東地方、中部地方、近畿地方、九州地方、東北

地方、北海道地方、中国地方、四国地方の順に多

かったが、これはおおむね地方別人口の順番 6）に

一致していた。ただし、2022 年の北海道地方の人

口は 514万人、中国地方の人口は 713.7万人であ

るにも関わらず、北海道地方の発生数は中国地方

より多い。このことから、北海道地方では転倒災

害の発生率が通常より高いことが考えられる。降

雪量の多さが関係していると推察され、同様に降

雪量の多い東北地方でも転倒災害の発生率が高い

といえるだろう。さらには都道府県別の月次推移

の結果からもわかるように、年間を通して 1月に

発生数のピークがある地域が多い。冬季の転倒の

原因としては、降雪による足元の不安定化、寒冷

による筋肉の動かしにくさ、厚着による物理的な

身体の動かしにくさ、日照時間が短いことによる

見通しの悪さなどが挙げられる。このように、作

業環境や作業内容にもよるが、従来通りの転倒対

策はもちろんであるが、労働災害予防では全体と

してはあまり意識されていない地域・季節別の特

性を考慮した行動経済学的アプローチを生かした

介入方法の開発が必要となるだろう。 

一方で都道府県別の結果では、1 月に発生数の

ピークがみられない地域もあった。中部地方、近

畿地方、中国地方、四国地方、九州地方の比較的

降雪の少ない府県があてはまると考えられた。そ

の中でも沖縄県は、7 月から 9 月の夏季に発生数

が多い傾向が見られた。沖縄県は第三次産業の多

い地域である。特に夏季には観光客と共に労働者

の一時的な増加、業務負担の増加が考えられ、転

倒災害の増加につながっている可能性がある。定

常ではない作業の増加も想定され、それぞれの産

業にあわせた労働災害防止対策の検討が必要だろ

う。これらの季節や地域別の分析については、「エ

コロジカル」な分析結果の範疇ではあり、ベース

ライン調査の第１報という位置付けではあるが、

海外研究協力機関（ハーバード大学、ボストン大

学等）からも大変興味深い結果であるとのコメン

トをもらっており、これまでは意識されていない

行動経済学的視点による詳細な更なる分析が今後

必要である。 

業種別の結果より、発生数の多い業種は男女で

異なっていた。業種により従事する男女の比率、

さらには年齢の比率は異なる。性年齢別で、労働

安全衛生教育の受講意欲や受講姿勢には違いがあ

ることが予想され、労働対策を講じる側の指導の

仕方、標示の方法も課題となると考えられた。 

加えて、本研究では業種の中でも先行研究で全

労働災害が増加傾向であった保健衛生業を取り上

げ（津島ら 2023）、業種を細分化した推移を明ら

かにした。保健衛生業は全業種の中でも 2番目に

発生数の多い業種であったが、観察期間における

社会福祉施設の発生数（特に女性）の増加は顕著

であった。高齢化社会に伴う社会福祉施設の労働

者の増加、高年齢労働者の増加、社会の変化にと

もなう業務負荷の増加など様々な理由が推察され

るが、この増加を止めるための積極的な介入が必

要であり、さらにはより詳細な原因・集団の分析

が重要になってくるだろう。さらには、暫定的結

果ではあるが、日本の 2015年の全雇用者を基準人

口とし 10 歳年齢階級を用いた直接法による年齢

調整発生率を用いた Joinpoint regression の解

析では、2014年から2022年の間のannual percent 

change（APC）が 3.50（P<0.05）であり、年齢調整

転倒災害発生率が年3.5%ずつ有意に上昇している

ことが分かってきた。また、商業では 2020年以降

に APC が 7.43 と有意に上昇しており、対人的サ

ービスを必要とする業種において、新型コロナウ

イルス感染症による負の影響が考えられる。さら

には大規模インターネットコホート研究から、リ
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モートワークを行うことにより喫煙者の喫煙量が

増加し、結果として虚血性心疾患が増加する可能

性も示唆された 7）。よって、これらの疫学データ

からも、労働災害において行動経済学的な影響、

特にナッジセオリーに関する効果が（プラスにせ

よマイナスにせよ）あり得ることが示唆された。 

本研究では転倒災害の属性別発生数の推移を明

らかにすることができたが、上記で示したように、

年齢、地域、業種といった属性ごとで転倒のリス

クは異なり、労働災害防止対策の内容や周知の時

期、対象者もリスクにあわせて変える必要がある

といえる。ナッジ等の行動経済学的なアプローチ

を行う際には対象とする行動と集団の設定が必要

であり、その現状をより正確に把握するためにも、

今回のような疫学研究は非常に意義があると考え

る。 

また、具体的な職場におけるナッジ等を用いた

転倒予防の介入方法の開発において、環境と個人

の両方へ働きかけることが出来る行動経済学的な

アプローチが必要である。海外研究協力者と協議

をすすめ、特に近年注目されている個人のバラン

ス機能向上の可能性があるスポーツに注目し（氷

上スポーツであるアイススケートやアイスホッケ

ー、マリンスポーツであるサーフィンなど）8-15)、

単なるスクワット等の筋力トレーニングではなく

持続して「楽しむ」というナッジを組み込んだ運

動を継続することによって、結果としてバランス

機能が向上し転倒が予防されるという仮説のもと、

予備的なデータ収集や運動介入を開始している。

暫定結果として、サーフィンやアイスホッケーの

実施により Romberg率の改善および持続が見られ

ており（1.6→1.4→1.3）、アイススポーツを普段

から行っている集団の方が、Romberg 率が小さく

個人要因の介入手法としての可能性があることも

明らかになった（1.5 vs 1.3）。次年度以降、これ

らの蓄積されたデータをまとめて成果報告を行う

予定である。また、環境要因として、企業等で良

く行われているメール等の一斉配信による周知で

は、ほとんど効果が無いことも明らかになった。

現在のところエビデンスが無いことから、効果的

な転倒予防の介入方法の開発については、ショー

ト動画を用いた介入方法の確立、非接触型モーシ

ョンキャプチャによる動作解析を用いたフィード

バック方法の確立などを実験的に開始している(図

８)。これらのアプローチについては、試行錯誤し

ながら実証実験を重ねていく予定である。 

 

E．結論 

本研究では 2014〜2022年の間の属性別転倒災

害発生数の推移を明らかにした。世界的にみて

も労働災害に関する国の全数調査・全数登録デ

ータを用いた研究はほとんど実施されていない

ため、今後も様々な視点から労働災害の疫学研

究を進めていくことが重要である。本研究で明

らかになった知見を活かし、年齢や業種、地域

などの詳細な集団をターゲットとした、より具

体的かつ効果的な労働災害防止対策やナッジ等

の行動経済学を取り入れたアプローチの検討が

必要である。 

今後は、これらのベースラインの基礎的知見

をもとに、より精度の高い年齢調整発生率を用

いた分析、行動経済学の理論を取り入れた統計

モデルによる分析、およびターゲット集団にお

けるナッジを組み込んだ効果的な労働災害防止

対策の効果の検証を継続する。 
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② Zaitsu M, Ishimaru T, Tsushima S, 
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表１．転倒災害発生数 

 男性 女性 全体 

2014 12,215 14,749 26,964 

2015 11,362 14,572 25,934 

2016 11,407 15,728 27,135 

2017 12,039 16,251 28,290 

2018 14,132 18,978 33,110 

2019 12,878 18,409 31,287 

2020 12,650 18,271 30,921 

2021 13,721 19,949 33,670 

2022 14,365 20,930 35,295 
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図１．転倒災害発生数の推移 
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表２．年齢別の転倒災害発生数 
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図２−１．年齢別（全体）の転倒災害発生数年次推移 

 

  

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

転
倒
災
害
発
生
数

年齢別（全体）

19歳以下 20-24歳 25-29歳 30-34歳

35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳

55-59歳 60-64歳 65歳以上



 

 
17 

図２−２．年齢別（男性）の転倒災害発生数年次推移 
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図２−３．年齢別（女性）の転倒災害発生数年次推移 
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表３．地方別・性別の転倒災害発生数 

    北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 全数 

全体 2014 1,674 2,254 7,884 4,992 4,371 1,616 878 3,295 26,964 

  2015 1,794 1,912 7,455 4,514 4,640 1,550 840 3,229 25,934 

  2016 1,855 2,175 7,826 4,711 4,470 1,577 895 3,626 27,135 

  2017 1,925 2,398 7,660 5,167 4,940 1,720 975 3,505 28,290 

  2018 1,961 2,948 9,351 6,127 5,515 1,951 1,069 4,188 33,110 

  2019 1,982 2,436 9,098 5,436 5,386 1,817 1,081 4,051 31,287 

  2020 2,002 2,420 8,857 5,338 5,267 1,869 1,088 4,080 30,921 

  2021 2,155 3,044 9,179 6,036 5,685 1,994 1,110 4,467 33,670 

  2022 2,281 3,253 10,115 6,401 5,886 1,958 1,121 4,280 35,295 

男性 2014 838 1,046 3,766 2,188 1,976 721 392 1,288 12,215 

  2015 842 895 3,316 1,919 2,088 663 367 1,272 11,362 

  2016 911 976 3,316 1,896 1,872 696 391 1,349 11,407 

  2017 971 1,068 3,326 2,149 2,125 720 405 1,275 12,039 

  2018 891 1,270 4,096 2,523 2,394 891 485 1,582 14,132 

  2019 938 1,045 3,750 2,266 2,198 729 450 1,502 12,878 

  2020 896 1,023 3,596 2,263 2,145 788 450 1,489 12,650 

  2021 1,006 1,296 3,696 2,514 2,326 824 446 1,613 13,721 

  2022 1,070 1,375 4,186 2,558 2,369 792 468 1,547 14,365 

女性 2014 836 1,208 4,118 2,804 2,395 895 486 2,007 14,749 

  2015 952 1,017 4,139 2,595 2,552 887 473 1,957 14,572 

  2016 944 1,199 4,510 2,815 2,598 881 504 2,277 15,728 

  2017 954 1,330 4,334 3,018 2,815 1,000 570 2,230 16,251 

  2018 1,070 1,678 5,255 3,604 3,121 1,060 584 2,606 18,978 

  2019 1,044 1,391 5,348 3,170 3,188 1,088 631 2,549 18,409 

  2020 1,106 1,397 5,261 3,075 3,122 1,081 638 2,591 18,271 

  2021 1,149 1,748 5,483 3,522 3,359 1,170 664 2,854 19,949 

  2022 1,211 1,878 5,929 3,843 3,517 1,166 653 2,733 20,930 
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図３−１．地方別（全体）の転倒災害発生数年次推移 

 

 

図３−２．地方別（男性）の転倒災害発生数年次推移 
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図３−３．地方別（女性）の転倒災害発生数年次推移 
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図４．都道府県別の転倒災害発生数月次推移 
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＜関東地方＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



 

 
24 

＜中部地方＞ 
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表４．業種別の転倒災害発生数 
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図５−１．業種別（全体）の転倒災害発生数年次推移 
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図５−２．業種別（男性）の転倒災害発生数年次推移 
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図５−３．業種別（女性）の転倒災害発生数年次推移 
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図６．保健衛生業（中分類）の転倒災害発生数年次推移 
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図７．保健衛生業（小分類）の転倒災害発生数年次推移 
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図 8．個人要因のバランス機能向上と人間工学的な動作解析に着目した自然環境下で行うスポーツによ

る持続可能な楽しみを組み込んだナッジングによる運動介入の一例. 


